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協同組合は世界各国で活発
に活動しており、全世界で１０億
人が協同組合に加入しています。
国内の組合員数は約６５００

万人で、約２１０６万世帯が生活
協同組合（生協）を利用していま
す。農林漁業の生産額の約半
分が協同組合を通じて販売され
るなど、協同組合は日常生活に
身近な存在として事業、活動を
展開しています。

２０１６年（平成２８年）１１月、
「協同組合の思想と実践」が国連
教育科学文化機関（ユネスコ）の
無形文化遺産に登録されました。
雇用創出や高齢者支援などの今
日的な課題に、協同組合が創意
工夫ある解決策を生み出してい
るという評価を受けた結果です。
ＪＡグループも「食と農を基軸と

して地域に根差した協同組合」と
して、地域住民が安心してくらせ
る地域づくりに取り組んでいます。

今年４月、「日本協同組合連携
機構（ＪＣＡ）」が発足しました。全
国各地でＪＡ、ＪＦ、生協などが提
携して協同組合間連携の輪を
広げています。
ＪＡ、ＪＦと生協はこれまでの

「生産者対消費者」という構図
ではなく、安全・安心な食のサ
ポート役として連携して取り組ん
でいきます。
県内でも協同組合間の協同が

進んでいます。来年４月に高知市
内にリニューアルオープン予定の
大規模直販所「とさのさと」は、県
内のＪＦと連携して生鮮食品を取
り扱うこととしており、安全・安心な
農水産物を消費者に提供します。

ＪＡグループ高知は今年２月、
県と「県産農産物の販路拡大お
よび地域活性化に関する協定」
を締結しました。行政、民間企業

とも連携し、地域資源の有効活
用や地域の活性化に向けて６次
産業化を進めています。
個々に解決できない地域の課
題を共有し、「共同」から「協同」、
「協働」で地域、行政と一体と
なって地域づくりに取り組んでい
きます。

　農業協同組合（ＪＡ）、漁業協同組合（ＪＦ）をはじめとする
協同組合は、組合員の生活の向上を目的に組合員が出資
し、運営、利用する組織です。地域での過疎化、高齢化が進
む中、改めて協同組合の価値に注目が集まっています。

協同組合の組織数・組合員数

■世界の協同組合数

組合員数

■日本の協同組合数

組合員数

※ICA（国際協同組合同盟）、IYC（国際協同組合年）、JJC（日本協同組合連絡協議会）

約260万組織（国連調べ）   

約10億人（ICA調べ）   

約2万8000組織（IYC記念全国協議会・JJC調べ） 

約6500万人（IYC記念全国協議会・JJC調べ）
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県産農産物の販路拡大および地域活性化に関する協定
県産農産物等の認知度向上に関する事項
県産農産物等の競争力強化に関する事項
県産農産物等の国内外での販路開拓・販売拡大に関する事項
県産農産物等の6次産業化、ブランド化など、県内農業者等の所得増大・
地域活性化に資する事項
各地域における1次産業の生産拡大、関連する2次、3次産業の集積によ
る地域産業クラスターの形成に関する事項
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世界共通の協同組合マーク

大規模直販所「とさのさと」の完成イメージ


